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井 上 巽
1序
(1)
イギ リス経済史学の権威W.カ ニソガムが 「大分水嶺」GreatDivideと評
した19世紀末のいわゆる大不況の 過程において,イ ギ リスの工業独占が崩
壊の危機に直面するとともに,こ れを契機 としてイギ リス支配階級内部の政
治的経済的利害対立が一挙に表面化 し,各種の政策論争が世紀末のイギ リス
資本主義社会を震憾せ しめるに到った ことは研究史上 よく知 られている事実
であろ う。就中,関 税改革一帝国連合運動をめ ぐって展開 された政策論争に
ついては,大 不況期におけ るイギ リス支配階級の利害相剋を浮彫的に示す も
くの
のとして研究史上注 目されてきた と思われ るが,し か しその反面において,
こうした関税政策論争 と絡まり交錯 しつつ,直 接的には19世紀末における
世界的な銀価の低落=金 銀比価の 変動ならびに 大不況の 深刻化を 契機 とし
て,イ ギ リス古典的金融制度の核心をなす金本位制に対 して熾烈な挑戦を試
みた 複本位制bimetallismの運動が高揚 し,そ の結果いわゆる 本位制論争
(1)W.Cunningham,TheRiseandDecJineoftheFreeTradeMovement,1905,
P・85・!
(2)19世紀 末大不況期 におけ るイギ リスの関税改 革=帝 国連合運動 につ いては,高
橋哲郎 「「大不況」 下 の イ ギ リス関税改 革運動 」『商学論究 』22,昭和33年;遠
藤 湘吉編r帝 国主義論』下,昭 和40年,第3章,第5節;吉 岡昭彦 「商工業不
況 調査委 員会報 告書分析」 川 島武宜 ・松 田智雄編r国 民経済 の 諸類 型』昭和43
年:同 「イギ リス 自由主 義国家 の 展開」岩波 講座 『世 界歴史 』20,昭和46年;
桑原 莞爾 「イギ リスにおけ る関税政策論争 の背景 」『法文論叢 』28,昭和46年,
等を参照.
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standardcontroversyと呼ばれ る 一大論争が展開 され るに 到 った事実につ
いては,従 来わが国の研究史は も とより諸外 国において も充分 な注意がは ら
　 　 　 　 　 　 　
われてきたとはいい難 く,研 究史上いわば忘れ られた論争として彪大な原史
料 とともに埋もれたまま放置 されてきた といっても過言ではない。
小稿では,上 の点に鑑みて,さ しあた りイギ リス本位制論争に関す る根本
史料の一つである1888年の 通称 『金銀委員会最終報告書』FinalRePortof
(3)」(4)
the(fOlaand5'ilverCommissionとそ の 他 若 干 の 同 時 代 人 に よ る 文 献 を 手 懸 り
と し つ つ,こ の 忘 れ ら れ た 論 争 の 一 端 を 掘 り 起 し,も っ て 大 不 況 研 究 の た め
の 一 つ の ア プ ロ ー チ を 試 み よ う と す る も の で あ る 。 そ の 際 念 頭 に お い た 主 な
る 課 題 は,(1)そ の 性 格 に お い て 本 来 的 に 国 際 的 論 争 の 一 環 を 構 成 す る イ ギ
リ ス 本 位 制 論 争 の 世 界 史 的 背 景 に 注 目 す る と と も に 論 争 の 特 殊 イ ギ リス 的 発
現 形 態 を 明 らか に す る こ と。(2)そ れ を 前 提 と し て,前 記 報 告 書 に お い て 提
示 さ れ て い る 諸 論 点 を 整 序 しつ つ 論 争 の 理 論 的 対 決 点 を 別 扶 す る と と も に,
そ こ に 反 映 さ れ て い る 支 配 階 級 内 部 の 利 害 相 剋 の あ り 方 を イ ギ リス 資 本 主 義
社 会 の 所 得 諸 範 疇 に 即 して 把 握 す る こ と 。(3)最 後 に,論 争 の 歴 史 的 決 着 点
を 展 望 す る こ と に よ っ て 、 イ ギ リ ス 資 本 主 義 の 帝 国 主 義 的 構 造 推 転 の 特 質 を
見 極 め る と と も に,併 せ て,19世 紀 末 大 不 況 期 を 画 期 と し て 展 開 した 国 際 金
融 秩 序 の 帝 国 主 義 的 再 編 成 を 展 望 す る こ と 。 以 上 の 諸 点 の 解 明 を 通 し て イ ギ
リ ス 本 位 制 論 争 の 歴 史 的 意 義 を 明 ら か に した い と 思 う 。
㈲ 念 の た め,r金 銀 委 員会 最 終 報 告 書 』 の 原 文 の フ ル ・タ イ トルを 掲 げ て お くな
らば 次 の如 くで あ る.FinalRiZPortoftheRoyalCommissionapPofntedtoinquire
intothelllecentChαngesintheRelatizseValuesofthePrecioorsMetαls,1888.
な お,小 稿 執 筆 に際 して利 用 した の は,TheM(metaryProblem,(iblaandSilver
な る タ イ トル で1936年RRobeyに よ って 編 集 され た版 で あ る.
(4)イ ギ リス本 位 制 論 争 に 関す る同時 代 人 の 文献,パ ン フ レ ッ トの類 は彪 大 な 数 に
達 す るが,当 面 入 手 しえ た 主 な 文 献 を 列 挙 す れ ば 次 の 如 くで あ る.S・Smith,
TheBimetallicQuestion,1887;G.Howel1,GoldandSilverCommission,A
SγnopsisoftheFinalReport,真889;G.L.Molesworth,SilverandGold,1891;
M.L.Darwin,.Bimetαllism,1897;L.Farrer,StntiesinCurrencツ,1898.その
他,国 際 貨 幣 会 議 お よび 各 国 の本 位 制 論 争 に 関 す る文 献 と して,H・B・Russell,
lnternationalMonetaryC(mferences,1898:F.A.Walker,rnternational.Bimetal-
lism,1901;A.B.Hepburn,HistoryofCoinagean4CurrencyintheUnitedStates,
1903;H・P・wiuis,AHTist・ry・ftheLatin・ILIonetaryUni(m・1901等を 参 照 した.
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fi金銀委員会設置の歴史的背景
〔1〕 大不況期に おけ る銀価低落 と国際貨幣会議
19世紀末におけ る 大不況の開始 と略時を 同 じくして 始 まった世界的 な銀
価の低落 を契機 として,世 界貨幣 たる金銀両 金属間の比価が激 しく変動 し国
際金融秩序 の深刻な動揺 が招来 され る とともに,各 国におい ていわゆ る銀問
題silverquestionがそれぞれ独 自の発現形態 を もって表面化 した。 かか る
事態に直 面 して欧米資本主義各 国は国際複本位制internationalbimetallism
の協定に よって銀価の落勢を人為 的に抑止せん と して,1878年以来前後3回
の 国際貨幣会議InternationalM・netaryConferenceが開催 され るに 到 っ
た。以下では,行 論 の都合上 さ しあた り1878年と1881年に開催 された二つ
の国際貨幣会議 に焦点 を合せ て,そ の経緯 を簡単に確認 してお きた い。
くの
1878年8月,パリにおいて 開催 された 第1回 国際貨幣会議は,図1に 示
されているように70年代後半に到 って 急潮を加えた 銀価落勢のもとで,各
図1金 銀 比 価 の 趨 勢
〔比価 〕
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(5)この点,す で に1867年に パ リにお いて 類似 の国際会 議が開催 され てい る故,
正確 には第2回 国際 貨幣会議 と呼 ぶべ きであろ うが,前 者は銀価低落 開始 前の こ
とであ って,そ の 目的を異 に して いるた め,当 面 の考察対 象か ら除 外 した.な お
1867年の会議 につ いては,Russell・oP・cit・,chap・IIをみ よ.
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国に おけ る銀問題の顕 在化 と複本位制運動の始動 を背景 と しつつ,直 接的に
はア メ リカにおけ る 自由銀運動freesilvermovementの一成果た る ブラン
ド・ア リソソ法Bland-AllisonAct第2条の規定に基づいて,ア メ リカ大統
(6)
領 に よって提唱 された ものであ った。 この国際会議 において主唱国 ア メ リカ
の代表 グ・一スベ ヅクW・S・Groesbeckは,(1)銀の 自由鋳 造 な らびに 無制
限法 貨 と しての使用,(2)国際協定 に よる 金銀比価の確定。 以上 の2点 を骨
子 とす る国際複本位制協定を提唱 したが,こ れ に対 して,ま ず伝統的 な金本
位制国た る イギ リスの首席代表 ゴ ッシ ェンG・J・Goschenは「〔イギ リス〕
金本位制に抵触す るいかなる提案に も賛成 しえず」 との見解を表明 して これ
を一蹴 し,ま た1876年以来 銀 自由鋳造 の停止を 余儀 な くされていわゆ る肢
行本位制1impingstandardに移行 していた フ ランスは,非 公式に ア メ リカ
の提案に賛意 を示 しつつ も,ラ テ ソ貨幣同盟Uinonmon6tairelatinの団結
維持 の見地か ら 積極的 な態度表明を 回避 した。 他方,1873年に金本位制 を
確立 した ドイツは この国際会議 への参加そ のものを拒否す る態度を とってい
た。か くして ア メ リカの国際複本位制提案 に賛意を表 明 した 国は,わ ずかに
幣制棄乱 中のイ タ リーのみ とい う予想外の結果を もって,第1回 国際貨幣会
(7)
議は空 しく閉幕 された のであ る。 しか るにそ の後,1879年を画期 とした不 況
の深刻化 と引 き続 く銀価低落に よって,と りわけ ヨー ロッパ主要諸 国は銀問
題 の一層 の深 刻化 と複本位制運動の本格的高揚 に直面す ることとな った。 ま
ず イギ リスにおいては,後 に詳論す るよ うに,銀 問題は銀本位制を採用す る
イ ン ドとの間 の為替相場問題 とい う独 自の発現形態を とって現われたが,銀
価 低落に伴 う為替不利 の結果,綿 製 品輸 出を中心 と した東洋貿易が打撃を受
け るとともに イン ド政府 の財政的困難が招来 され,か くして1879年以降 リ
ヴ ァプール商業会議所LiverpoolChamberofCommerceに結集 した東洋
⑥ ア メ リカに お け る 自由 銀 運 動=複 本 位 制 運 動 と ブ ラ ソ ド ・ア リ ソン法 に つ い
て は,Jbid・,chap・IV;Laughlin,op・cit.,chap・XIV;Hepburn,op・cit・,
chap・XII・お よび 斉藤 利 三 郎r国 際 貨 幣 制 度 の 研 究 』昭 和15年,.第5章 を 参 照.
(7)第1回 国 際 貨 幣会 議 の経 過 に 関す る詳 細 は,Russell,・P・cit.,chap・V;Willis,
ψ.cit.,pp・176-192・お よび 斉 藤 利 三 郎,前 掲 書,第5章 を 参 照.
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貿易資本を軸 として複本位制運動が熾烈化するに到った。他方 ドイツにおい
ても,銀 価落勢下で強行 された銀売却政策によって帝国財政の危機が招致 さ
れ,1879年遂に銀売却の中止を 余儀なくされるとともに,農 業不況の重圧
に直面 したユンカー階級を中心に複本位制運動が漸次浸透 しつつあった。 さ
らにフランスもまた銀価下落の影響を最も深刻に蒙ることになった。すなわ
ち1879年以降 ラテン同盟諸国の減価 した銀貨の流入が激増 し,他 方では金
の対米流出の急潮化に よって,フ ランス銀行の正貨準備は銀の過剰と金準備
の激減とい う危機的状況に直面す るに到った。以上の如 きヨーロッパ主要諸
国における銀問題の未曾有の深刻化 と複本位制運動の国際的高揚を背景 とし
て,直 接的にはフランス政府の呼びかけに よって新 らたな国際貨幣会議の招
請に関す る フラソス ・アメリカ両国政府の 合意が成立 し,か くして1881年
4月,再 びパ リにおいて両国政府の主唱により 『確定比価に基づき金銀両金
属を複本位制通貨として使用す ることを国際協定によって確立するための計
画な らびに組織』を協議するための国際貨幣会議が開催 され,こ れを舞台 と
して各国間で激 しい論争 と政治的駆引きが展開されることとなった。紙幅の
関係上 この国際会議の経緯について詳 しく立ち入る余裕はないが,当 面注 目
しておきたい点はイギ リスおよび ドイツの代表がともに上記提案に基づ く国
際複本位制協定への参加を原則的に拒否 しつつ,こ れに代 ってそれぞれ 自国
の金本位制に抵触せざる限 りでの銀需要拡大策を内容 とした若干の譲歩案を
提示 した ことである。 会議はこの 英 ・独両国の新提案をめぐって 紛糾 した
が,明 らかに 自か らは金本位制の原則を堅持 しつつ,ア メリカおよびラテン
同盟諸国の複本位制への復帰を促 し,も って銀問題を他力的に解決せんとす
る意図を秘めた この譲歩案は,結 局アメリカ,フ ランスの拒否するところと
な り,か くて第2回 国際貨幣会議 もまた何 ら見るべき成果を生むことな く終
(8)
止符が打たれるに到った。
(8)以上 の第2回 国際 貨 幣会 議 の開催 に到 る経 緯,と りわ けイ ギ リス,ア メ リカ,
ドイ ツ,ラ テ ン貨幣 同盟等 各主要資本 主義国 にお け る銀 問題 の発現形態 お よび会
議 の経過 に関す る詳 細につ い ては,Russell,oP・cit・・chap・VIを参照 され たい.
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以上の如 く,1878年と1881年の二度にわたる国際貨幣会議が各国の利害
相剋によって空 しく失敗に帰 し,国際複本位制協定への試みが事実上最後的
に挫折 した後,欧 米諸列強は高率保護関税=カ ルテル関税政策 と金に対する
(9)
打歩政策の強化を積杵 として熾烈な金獲得競争struggleforgoldを展開す
るとともに,他 方逆に各国の 複本位制運動は1880年代中葉に到 ってむ しろ
拍車がかけ られることとな り,か くして国際的対抗 と国内的矛盾の一層の尖
鋭化が招来 されるに到った。 しかもここで特筆すべ き点は,上 の如 き諸矛盾
の激化が,関 税改革一帝国連合運動の高揚にもかかわ らず,あ くまでも伝統
的 自由貿易政策を 固持す る イギ リスにおいて とりわけ 鋭い形をとって現わ
れ,い まやイギ リスにおける複本位制運動 とこれをめ ぐる本位制論争の動向
が国際的な本位制問題の一つの焦点 として浮彫 りにされたことである。以上
の点に鑑みて,以 下ではやや視角を限定 し,こ の段階におけるイギ リス複本
位制運動の動向に 注 目しつつ,1886年の イギ リス上院における 金銀委員会
設置に到 る経緯を概観することに したい。
〔2〕 イギ リス複本位制運動の高揚 と金銀委員会の設置
1880年代に入って イギ リス国民経済は 同年代初頭における 微弱な好況局
面を経過 した後,図2に 示 されているように,1882年恐慌か ら86年の不況
の底に到る累進的な物価下落とその後の低迷に象徴されている深刻な永続的
不況局面に直面することとなった。 こうした 乱雲低迷の80年代において,
一方では周知のように国民公正貿易連盟NationalFairTradeLeagueの結
成(81年)と これと連繋 した帝国連合同盟ImperialFederationLeagueの
成立(84年),さらにまた イギ リス上院における 「商工業不況調査勅命委員
会」の設置(85年)等に象徴されるイギ リス関税改革=帝 国連合運動の一大
(10)
躍進が現 出 したが,他 方 これ と 略並行 して80年 代 中葉に おけ る銀価 の一 層
の崩落(図1参 照)と 如上 の物価急落を契機 としつつ,イ ギ リス複本位制運動
もまた再び本格的な高揚期 を迎 える とともに,こ の段階に おいて さ らに新 ら
(g)Ibid.,pp.333-334.
(10)この点については,吉岡昭彦 前掲,「イギ リス自由主義国家の展開」33-36頁
をみよ.
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図2イ ギ リスの綿布輸 出価格 ・小麦価格 の動向(1850年=100)
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第13表より作成。〕
たな質的飛躍 を遂 げるに到 った。 すなわちまず第1に,さ きに指摘せ る如 き
イン ド為替問題が 銀価 の急落に よって その深刻 さの 度 合いを 加 えるにつれ
て,イ ン ドを中心 とす る東洋市場 への依存度を強 めつつあ った マ ンチ ェスタ
ーの綿業資本家 のなかに も複本位制運動が急速に浸透 して,東 洋貿易資 本 と
(11)
綿業資本の緊密な連繋が成立す るとともに,他 方外国穀物の流入によって穀
物価格が惨落 し(図2参照),地代範疇の危機に直面 しつつあった地主階級が
(12)
農業不況の打開策を求めて複本位制陣営に合流 し,運動の強力な一翼を構成
す るに到ったことである。'次に第2に,こ うした イギ リス複本位制運動の質
的飛躍に伴って 運動組織体の 独 自的本格的整備が 進行 した事実が 注 目され
よう。 すなわち まず1885年マンチ ェスター に おいて 国際貨幣本位制協会
ωRusse11,0p.cit.,pp.332,362.
⑫19世 紀末 におけ るイギ リスの農業不況 の実態 につ いては,当 面,常 盤 政治r農
業恐慌 の研究』昭和41年,第2篇,お よび椎 名重 明 「「農業大 不況」 一 そ の実
態 分析一1r土 地制度史 学』50,昭和46年;同 「農業不況 と 農業恐 慌 」r土地
制度史 学』51,昭和46年 を参照.
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InternationalMonetaryStandardAssociationと呼ばれ る運動組織が結成
され るに到 ったが,こ の組織 は翌86年1月 の 年次総会に おけ る 改組決議 に
よって 発展的 に解 消 され,同 年新 らたに 前 イングラソ ド銀行総裁 ギ ッブス
H.H.'Gibbsを会長 とす る複本位制 同盟BimetallicLeagueが発足 した。 マ
ンチ ェス ターに本部 を置 き議会対策委員会ParliamentaryCommitteeとシ
テ ィ対策委員会CityofLondonCommitteeを配置 した 全 国的組織 として
改組 された この複本位制 同盟 はr一 定 の比価 に よる金銀 の 自由鋳造 を国際協
定 に よって確立す るため,他 の主要諸 国 との協力の必要性を イギ リス政府 に
要請す る』 との綱領を掲げて,各 種 のパン フレッ トを発行 しつつ一大 キ ャン
く　
ペーンを繰 り広げた。以上,か くしてイギ リス複本位制運動は,リ ヴ ァプー
ル商業会議所を拠点 とした東洋貿易資本中心の局限された運動か ら,い まや
イギ リス最大の産業部門たる綿業の資本家層 とイギ リス支配階級の伝統的牙
城たる土地貴族 とをその陣営のうちに抱摂するとともに,全 国組織たる複本
位制同盟の統一的な指導を受ける一大国民運動へと飛躍を遂げ,ま た議会に
おいては保守党の支持を受けて強力な政治的影響ガを発揮す るに到ったので
ある。
80年代中葉における 以上の如き複本位制運動の画期的高揚を背景 として,
1886年7月の総選挙で 勝利をえて 成立 した 保守党第2次 ソールズベ リ内閣
のもとで新 らたに大蔵大臣に就任 したチャーチル卿Ld.RChurchiUeは,
複本位制運動に対する好意的見地か ら同年9月,一 般に金銀委員会 と略称さ
れる 「貴金属比価の 最近の 変動に 関する 調査勅命委員会」の任命を宣言 し
ロの
た 。 当 初 こ の 委 員 会 は 著 名 な 複 本 位 制 論 者 で あ っ た 保 守 党 の バ ル フ ォ ァA・J・
Balfour(第2次ソールズベ リ内閣のス コッ トラ ン ド担 当大 臣)を 委 員 長 と して 構 成
さ れ た が,後 に1887年5月 改 組 を 受 け て,金 本 位 制 論 者 で あ っ た 自 由 党 の
⑱ イギ リスにお け る複本位制 同盟 の結成 経過な らびにその組織 ・綱領 ・運動 の実
態を詳 細に究明す ることは,史 料的 に 極め て 困難 であ った と いわねばな らない
が,さ しあた り手懸 りと な りえた 史料は,Molesworth,・P.cit・,PP.49,117-
123;Th8BanhersMagagine,Vo1.XLVI,1886,pp,176-177.
(IORussell,op.cit.,pp.343-344.
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ハーシ ェル卿Ld・Herschel1(第3次グラ ドス トン内閣の大法官)が 委員長 に 就
任す る とともに 本格的 な証人喚問 と調査作業を 開始 し,略2年 後の1888年
(15)
,10月,全3部か らなる最終報告書を提出するに到った。いま,こ の最終報告
書の構成 とその概要について あ らか じめ やや立ち入って 確認 しておくなら
ば,ま ず 第1部PartIは12名 の全委員の署名になる共通報告書で,そ の
性格上比較的一致点の多い銀価低落に関する客観的事実の解明に力点を置き
つつ,対 立意見については各論点を整理 してこれを併記 している。他方第2
部PartIIは,表1から判断され るように 自由党政治家,経 済官僚,シ テ ィ
の銀行家等を含む6名 の委員による報告書であるが,委 員長ハーシ ェル卿の
署名を含む故一般に多数意見報告書 と看倣 されてお り,内容的には銀価低落
の 『諸影響』effectsに関する批判的検討 と 国際複本位制に対す る詳細な反
論部分か ら構成されている。 これに対 して第3部PartIIIは,表2から確
壌1多 数意見報告書署名委員
LordHerschell
C.W.Fremantle
J.Lubbock
T.H.Farrer
J.W.Birch
L.H.Cour七ney
第3次 グラドス トン内閣大法官(委員長)
造幣局副長官
シティの銀行家
商務院事務次官,後 金本位制擁護連盟創立者
イングランド銀行前総裁
ロンドン大学教授,後 自由党議員
〔Robey,op.cit.,intrQduction,pp.xxiv-xxv,その 他 よ り作 成 。〕
表2少 数 意 見 報 告 書 署 名 委 員
L.Mallet
A.J.Balfour
H・Chaplin
D.Barbour
W.H.Houldswor七h
S.Montagu
イソド省事務次官
第2次 ソールズベ リ内閣スコットランド担当大臣,保守党
指導者
第2次 ソールズベリ内閣農務院長官
前インド政府財務長官
保守党議員,マ ンチェスターの綿業資本家
保守党議員,銀行家(詳 細不明)
〔Robey,Opcit.,introduction,pp.xxiv-xxv,その 他 よ り作 成 。〕
⑯ 以 上 の 点 に つ い て は.Robey,oP.cit.,introduction,pp.xxiv-xxvi;Howe11,
o少.cit・,PP・1-3.
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認 され るよ うに 保 守 党 政 治 家(地 主的利害の代表者を含む),イ ン ド政府関係
者,綿 業資本家,銀 行家等6名 の委員に よる少数意見報告書であ り,銀 価低
落 に よって 招致 されたr諸 害悪』evilsを克明に検証す る とともに,そ の救
済策 と して国際複本位制協定の締 結を勧告 している。以下では,こ うした 点
に留意 しつつ多数意見 お よび少数意 見の立論 の特徴 と両者 の理論的対決 点を
整理,紹 介 してゆ くことと したい 〔なお,以 下の叙述の典拠については,各 部別
(1,II,III)のパラグラフ番号をもって指示する〕。
皿 報 告 書 の 分 析
〔1〕 銀価低落 の原因把握 について
銀価 すなわ ち金に よって度量 された銀の価 格goldpriceofsilverの変動
と低 落の諸原 因に関 しては,主 と して共通報 告書において克 明な事実分析 と
論点 の整理が行われている。それに よれば,銀 価低落 の原 因につ いては,(1)
『銀 に影響す る諸要因』,(2)r金に影響す る諸要因』,(3)r両金属に影響す る
諸要 因』 とい う3つ の側面か ら検討 が加え られ ているが,以 下では主 と して
(1),②において 提示 されてい る 主要論 点を中心 と して 簡単に紹介 してお き
た い。
まず,銀 価低落 の原 因 と して注 目され たr銀 に影響す る諸要 因』 とは,こ
れ を 一 言にすれば1870年代以降におけ る 銀 の需給関係 におけ る変化を意味
していた。 す なわ ち まず少数 意見に よれば,(1)アメ リカの銀鉱 山の開発に
よって 世界 の銀産 出量 が 一挙 に増大 す るとともに,1873年以降 におけ る ド
イ ツの銀売却政策 に よって,世 界 の銀供給量 は激増 した にもかかわ らず 〔1-
12,13〕,(2)他方,ド イツ,オ ランダ,ラ テ ン同盟諸国におけ る銀 の 自由鋳
造 の停止な らびに イン ド省手形CouncilBillsによって代置 された イン ド向
銀輸 出の減少に よ り,1873年以降各 国の銀需要 は累減す るに到 った こと 〔1-
14～16〕。(3)以上 の如 き 銀 の需給関係 の変動に よって 招来 された世界的な銀
過剰 は,ラ テン同盟諸国におけ る両金属の法 定比価(15S:1)の廃絶に追い
込む とともに,ま た この廃止に よって 市場 比価 の 安定機構が 最終的に失わ
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れ,か くして両両相侯って銀価の低落に拍車がかけ られるに到った 〔1-18～
21〕。 以上のような少数意見による原因把握に対 して,多 数意見の側か らは,
(1)指摘されている如き 銀産出量の増加分は 現存する世界の 銀総量か らみて
僅少にすぎず,銀 の需給関係に影響をおよぼす決定的な要因とは認めがたい
こと。 ② また銀需要の 減少については,ブ ラン ド・ア リソン法の制定以降
におけ るアメリカの銀需要増大 とい う反対要因が存すること。従って少数意
見の指摘する如 き諸要因のみか らは 現下の25～30%に達する銀価低落を説
明 しつ くすことは 困難である旨の 部分的な 反論が 示 されている 〔1-22～26〕
が1し か しこれに代 りうる積極的な原因把握に関する論点提示はなく,総 じ
て以上の問題点に関する限 りでは少数意見 と多数意見の間には本質的な見解
の対立はなかったものと看倣 され る。
これに対 して,『金に影響する諸要因』によって 銀価 の低落を 説明せんと
す る論点については意見の鋭い対立が看取される。 まず,こ の点に関する少
数意見の基本的見地は,『金はその果すべき 役割に比 して 相対的かつ絶対的
に不足 してお り,従 って商品 と銀一 銀も商品 と考え られる限 り一 に対 し
てそれ 〔金〕の比価は 往時 よりも 高騰する傾向にある』〔1-32〕とい う貨幣
　 　 　 こ
数量説 的見地か らす る金騰貴説 であ った ことが注 目され よ う。 さ らに,如 上
の命題 を立証す るた めに少数 意見は,(1)1870年代 以降におけ る 金産 出量 の
世界的な 減少傾 向を 統計的に 確認す るとともに 〔1-34,35〕,(2)他方,金 需
要増大 の諸要 因 と して,(a)1878年を画期 とす る アメ リカの金輸 出国か ら輸
入 国へ の転換,(b)ドイツ,ス カンデ ィナ ビア諸 国,オ ランダ,イ タ リーへ と
つ ぎつ ぎに 波及す るに到 った 金 本位制採用 国の増加,(c)工業用金需要 の増
大,(d)各国政府 お よび 諸個人 に よる金蓄蔵 の増大,等 の諸事実を列挙 して
詳細 な説 明を 加 えてい る 〔1-35～42〕。 こ うして 少数 意見に よれば,銀 の需
給関係 におけ る変化 とは正 に逆 に金 の供給減 少 と需要累増 とに よって金価 格
が騰貴す る とともに,こ れに逆比例 して金を尺度 とす る銀価(な らびに物価一
般)の 下落が招来 され ることとな った。 他方,こ れに対 して多数意見は如上
の少数 意見に よる金騰貴説 を真向 うか ら否定 しつつ,そ の根拠を大要次の如
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く説明す る。(1)金産出量の 世界的減少は,そ れが仮 りに事実であると して
も,現 存する世界の薦大な金総量に比較 してその減少分は微微たるものにす
ぎない。(2)イングラン ド銀行支店 の 増設,小 切手,郵 便為替,電 信為替等
の普及あるいはまた大陸諸国における銀行業務 と手形交換制度の発達等等に
み られ る信用制度の飛躍的な整備発展によって金は より迅速かつ効率的に機
能するが故に,世 界の商業的取引きに必要 とされる金量はむ しろ減少する傾
向にある。(3)金は各国間で相互に流出入を繰 り返すが故に,金に対する 『真
の需要』は予想されるよりもはるかに僅少にすぎず,従 って少数意見によっ
て指摘 されているが如 き金に対する新需要は著 しく誇張されたものである。
(4)最後に,『通貨的用途に対する 金の供給度を示す確実な指標』 と看倣 され
る利子率は低位かつ安定的であって,こ の点か らも金の供給不足 とい う主張
は否定 される 〔以上,1--44〕。か くして,金 の需給関係をめ ぐる事実認識は真
向 うか ら対立 し,少数意見の主張する金騰貴説は論争の1焦 点 となるに到っ
たが,か かる対決はまた,次 節で紹介するように物価問題をめ ぐる論争の序
曲をなす ものであった。
〔2〕 銀価低落の諸影響について
銀価 の低落に伴 う諸影響 または諸害悪については,共 通報告書において詳
細な論点整理がなされていると同時に,少 数意見 と多数意見の両報告書でも
それぞれ鋭い論点提示 と相互批判が展開されている。提示 されている問題は
広範多岐にわた り,か つ相互に複雑に交錯 しているが,便 宜上,(1)為替変
1動問題,(2)イン ド為替=貿 易問題,③ 物価下落問題,(4)イン ド政府 の財政
問題,に 分割整序 して順次考察 してゆ くこととしたい。
(i)為 替変動問題 各報告書では銀価 の慢性的低落によって招来された
金銀比価 の不断の変動が,銀 価の低落そのものとはひとまず区別 されて独自
の論点を構成 している。い うまでもな く,こ うした金銀比価の不断の動揺は
金本位制国 と銀本位制国との間の為替相場 の絶えざる変動 と為替不安を惹 き
起 し,これ ら両国間における貿易決済上または資本輸出入に関 して一定の障
害を生み出すであろ う。 ところで特徴的な点は,こ うした為替不安問題に関
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する限 りでは少数意見 と多数意見 との間には本質的な見解の相違がないこと
であって,従 って以下ではより詳細な説明を加えている多数意見の立論に即
して紹介 しておきたい。 それによれば,(1)本位制度を 異にする2国 間の貿
易に関与する貿易商な らびに為替銀行は,金 銀比価 の動揺に伴 う為替相場変
動によって リスクが増大 し,その結果,か かる2国 間の貿易は輸出と輸入が
同時に契約 されるバータ 一ー的取引に限定される傾向が生ず る 〔II-5,6〕。 な
お,以 上の点に関連 して共通報告書ではさらに次の如き指摘がある。すなわ
ち,如 上 の貿易上の リスクは輸出入の流れが不均衡な場合にとりわけ顕著で
あるが故に,例 えばイギ リスの対イン ド貿易 よりはむ しろ,中 国向輸出ない
し中南米への輸出が より深刻な影響を蒙るとともに,対 脈的に銀本位制国相
互間の貿易,例 えばイン ドの対中国 ・日本向輸出が促進され,そ の結果,こ
れ ら諸国に対するイギ リスの輸出の停滞に一層の重圧を加えることになると
〔1-69,72〕。(2)次に,上 の如き為替不安はまた,金 本位制国か ら銀本位制国
への資本輸出に対す る重大な制約条件をなす ものであ り,こ のためイギ リス
のイソ ド・中国向海外投資は停滞 し,イギ リス国内では資本の過剰が招致 さ
れ るに到った 〔II-13〕。 以上,少 数意見はもとより多数意見によっても,金
銀比価の動揺に伴 う為替相場変動がイギ リスの貿易 と資本輸出上の障害 と し
て認識され,そ の問題性が強調されている点に止 目しておきたい。
(ii)イン ド為替=貿 易問題 前章でも示唆 したように,イ ギ リス本位制
論争を惹き起すに到 った直接的契機となったのは,銀 価低落に伴って招来 さ
れたイン ド為替=貿 易問題であった。金本位制国イギ リスと銀本位制を採る
植民地イソ ドとの間の為替相場は 「両金属の相対的な価値変動に依存」(マル
クス)し,銀 価の落勢は直ちに イギ リスにおけるイン ド為替相場の低落,逆
に表現すればイン ドにおけるポン ド為替相場の騰貴を恒常化するであろ う。
こうしたイギ リス側の為替不利に よつてイギ リスの東洋向輸出産業,と りわ
け東洋市場への依存度を強めつつあったランカシャー綿業は深刻な影響を蒙
ることとなった。 この点に関 して少数意見報告書は次の如き実例を挙げて説
明を加えている。 例えば,イ ギ リスの輸出商が10,000ポン ドの 綿製品をイ
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ン ドに輸 出 しかつ1ル ピーが2s・とすれば,イ ン ド側 の 輸入価 格は100,000
ル ピーとなるが,い ま銀価 が25%下 落 した と 仮定すれば ル ピー相場 はls・
6d・に低落 し,そ の結果,イ ソ ドの輸入価 格は133,333ルピーに騰貴 す るで
あ ろ う。か く して少数意見に よれば,ラ ンカシ ャーの製造業者 が従来 通 りイ
ン ド市場を確保 し続 け るた めには 綿製品輸 出価格を25%す なわち7,500ポ
ソ ド=100,000ルピーに まで 引 き下げ るこ とを甘受せねば な らず,さ もなけ
れば イ ソ ド現地におけ る綿業 の発達を洪 手傍観せねば な らぬ こととな る,と
強調 している 〔III-9〕。 現 に少数 意見に よれば,近 年 イン ド綿業 と りわけ紡
績業 の躍進 はめざま しく,そ の結果 イギ リスの中国 ・日本 向綿 糸輸 出の減 退
とは 対踪的 な イ ン ドの 綿 糸輸 出の 驚異 的増加が 進行 していた 〔図3,図4参
照〕。 い まや,ラ ンカシ ャー の
綿 業資 本に とって植民地 イン ド
の綿 業を双葉 の うちに刈取 って
アジア市場を 自己 の輸 出市場 と
して掌握す るた めに,イ ン ド為
替問題を解決す ることが,正 に
焦眉 の現実的課題 と して認識 さ
れ るに到 ったのであ る。〔以上の
点に関連して,同 時代史家T.エ リ
ソンの 次の如き指摘を 掲げておき
たい。「アメリカおよび ヨーロッパ
大陸における 〔綿業の〕競争によっ
て,わ が国 の貿易は制限を 受けた
が,そ れ以外の広大な世界市場にお
けるわれわれの顧客が うばわれるこ
とはなかった。 この点でわれわれの
最 も恐るべき競争者は イソドであ
る。 ……最近では,イ ンドの綿糸と
綿布とりわけ綿糸は中国,日本その
図3イ ソ ドにおけ る木綿工場数 ・紡錘
数 ・力織機 数の増加
/OOO, OO) nltPい 鱒
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〔1-77の表 に 基 づ い て作 成 。〕
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他の極東市場で大量に販売されている。
従ってマンチェスターにとって,ヨ ーロ
ッパ大陸や ニューイングラソドの競争者
よりもイン ドの競争 のほうが より一層
脅威的であることは疑問の余地がない」
と。T.Ellison,TheCottonTracleof(;reat
Britain,1886,p.105.〕
如上 の主 張に対す る多数意見 の反
論は,そ の基調を著 しく異に してい
た。多数意見 の立論 の特 徴は少数意
見に よって提起 された諸論 点をすべ
て綿製 品の価格下落問題 に還 元 しつ
つ,こ れ を一般的な物価下落 の原 因
究明の一環 と して位置づけ説 明す る
点にあ った。そ の詳細は次項 に譲 る
が,さ しあた り綿製 品の価格低落 に
ついて次の如 き指摘 に注 目しておき
たい。 多数意見 は まず,『為替相場
の変動があ る程度貿易上 の障害 にな ってい ることは否定 しない』 と述べつつ
も,『ランカシ ャーにおける 価格下落 のすべ てまたは 大半 を上 の要因に帰す
るこ とは誤 りであ る』 と 断定 し 〔II-90,91〕,その うえで 綿 製品価 格下落 の
主た る要 因 と しては,(a)原棉価格 の低落,(b)輸送費 の低下,(c)機械 の改 良
に よる生産費の低落,(d)労働生産性 の向上,以 上 の諸要 因に 求め られ るべ
きことを力説 しつつ,し か も 『これ らすべ ての変化に よって,製 造業者 は 自
己の状態 〔=利潤〕は不変 のままで イン ドの購 買老 には大幅な価格 の引き下
げを もって販売す ることが可能 となった』 とい う極 めて楽観的な見解 を表 明
してい るのであ る 〔II-一一91〕。
(iii)物価下落問題19世 紀末の イギ リスにおけ る 慢性的な 物価下落 は
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大不況期を特徴づける最も深刻かつ顕著な現象であり,そ の原因把握をめ ぐ
る問題は当該金銀委員会における最大の論争点であったといえよう。この物
価問題について共通報告書は,ま ず少数意見の基本的見地を次の如 く要約 し
ている。 いわ く,r諸商品の価格は 金を尺度 としたこれ ら商品の価値に他な
らず,ま た価格はさしあた り金と諸商品の関連を標示 し,かつその関連は各
時点における商品量 と金の量 とによって決定され る。それ故に物価下落は金
の不足 と同義である』 と 〔1-46〕。 すでに 前節においても示唆せる如 く,少
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
数意見の物価問題把握の基本線は上の如 き貨幣数量説的見地か らの金騰貴=
物価下落説であ り,こ の点で後述する多数意見の理論的観点 とは決定的に対
立するものであったことに止 目しておきたい。 ところで,少 数意見報告書で
は,如 上の金騰貴=物 価下落説を再確認 した うえで,就 中,深 刻化 しつつあ
った物価下落の社会的影響に重大な関心を寄せつつ,こ れに関する克明な分
析を展開 しているが,そ の主な論点は大要 次の如 くである。(1)所得税報告
書によれば,過 去15年間にイギ リスの人 口は急増 しまた 商品生産量はほぼ
全分野において飛躍的な増大を遂げたにもかかわ らず,所 得総額はほとんど
増加を示 していない。(2)イギ リスの工業 および 農業地帯において,賃 金率
の圧下,雇 用の不規則性による賃金の絶対額減少,完 全失業の増大等が進行
しつつある。 ③ 利潤 と賃金の低落により イギ リスにおける 購買力は縮減 し
つつある。(4)金騰貴に よって 国家と産業が 負担すべき国債,社 債等の固定
的経費が増大す るが,他 方これによって利益を享受す る確定所得者はイギ リ
ス全人 口の極小部分にす ぎない。(5)最後に,世 界的な規模の 物価下落によ
って各国は自由貿易政策を放棄 し,保護主義への志向を強化することとなる
〔III-27〕。 以上,少 数意見は物価低落に よって招致 された社会的,経 済的禍
害について注意を喚起 しているが,就 中,工 業 ・農業地帯における賃金圧下
と失業増大および利潤の減少等の指摘にみ られる深刻な不況認識,な らびに
確定所得者=金 利生活者に対する鋭い非難が印象的であろう。
他方,こ れに対 して多数意見の立論は,上 来示唆 してきたようにその理論
的見地を著 しく異に し,問題把握の鋭い対照性を示 している。共通報告書の
、
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克明な論点整理によれば,多 数意見はまず,価 格低落は全商品に共通す る普
遍的現象ではな く商品別に顕著な差異が存する故に,か かる部分的な物価下
落を貨幣的要因によって一元的に説明せんとすることは明 らかに誤謬である
と断 じ,物価下落の原因は個個の商品について個別的かつ具体的に分析 され
るべき旨を力説 しつつ,同 時にその際考慮されるべ き一般的な分析視角 とし
て次の如き諸項 目を 総括的に列挙 している。(a)物価下落期に 尖鋭化する諸
資本間の競争戦,(b)商品生産量の急増と生産費の低下,(c)運輸 ・通信手段
の発達と費用の軽減,(d)欧米諸国における 生産力の発展 と 国際的競争戦の
激化,(e)信用制度の発展 と資本の効率化,(f)銀価低落に伴 う銀本位制国か
らの輸入品の価格低下 〔1-61〕。 以上,み られるように貨幣的要因が一部加
味されているとはいえ,明 らかにその核心的部分は生産力的発展と競争戦の
　 　 ロ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
激化とい う認識であ り,そ の基調は端的にいって生産力説 と規定 しうるので
はあるまいか。 ところでさらに,以 上の如き理論的見地に立脚する限 り,物
価下落の社会的影響についても少数意見 とは著 しく異なる認識が表明された
ことは当然 といえよう。 この点に関 して,再 び共通報告書の整理によれば,
多数意見の見解は 次の如 くであった。(1)物価下落は 消費者の利益であ り,
また特に労働者階級にとっては 実質賃金の 上昇をもた らす。(2)物価下落期
においては商業活動は慎重 とな りまた需給関係は安定的であるが故に,商 業
恐慌 と貿易上の 撹乱は防止される。 ③ さらに物価下落期には 生産費引き下
げのための創意工夫 と資本の節約が促 され,社 会に対す る物質的寄与を生み
出す。(4)また,物 価高騰期に 海外へ投資された イギ リスの資本は物価下落
期において 『真の報酬』realreturnを獲得するが故に,物 価下落はイギ リ
スの国家的利益 となる。(5)利潤の減少は 借入資本の 利子率低下によってあ
る程度相殺され うる 〔1-95〕。 以上,少 数意見 とは 正に対踪的な楽観的認識
が開陳されているが,と りわけ物価下落 との関連でイギ リスの海外投資利害
の一端があざやかに露呈されている点に併せ留意 しておきたい。
(iv)イン ド政府 の財政問題 銀価低落の影響に関 して論ぜ られた最後の
問題点は,イ ン ド政府が直面 していた深刻な財政的困難に関するものであっ
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た。 まず,こ の点についての 共通報告書の 説明によれば,① イン ド政府財
政は,銀 に よる租税収入を歳入の基礎 としているにもかかわ らず,歳 出の多
くは本国経費homecharge等の金による対外支払いによって占め られると
い う特殊構造をもち 〔1-103〕,(2)従ってイソ ド政府は,か かる蒐大かつ固定
的な金債務の支払いのためロソ ドン市場において銀を金に換える必要に迫 ら
れたが,既 述の如き銀価低落の急潮化に伴いイン ド政府財政は甚大な損失を
蒙るとともに,そ の結果,歳 出額が累増 しイン ド納税者 の負担増大が招致さ
れるに到ったとい う 〔1-104〕。以上の如き共通報告書の問題指摘に対 して,
少数意見報告書は全面的な賛意を表明しつつ,イ ン ドにおける増税問題を中
心に若干の補足を加えているが 〔III-13～16参照〕,ここで就中注 目される事
実は,多 数意見報告書における 次の如き見解表明であろ う。 すなわち,r銀
価の慢性的な低落がイン ド政府財政にあたえた憂慮すべき影響については意
見の対立はあ りえない。 もしも歳出上の節約がな く,また財政赤字が回避さ
れるべきとすれば,ル ピー相場の低落に応 じて追加的課税が必要 となろう』
〔II-101〕。 またい う,rわれわれは イン ド政府が直面 している 〔財政的〕困
難についても,さ らに追加課税が惹起す深刻な問題についても充分なる認識
を有するものである』 と 〔II-102〕。 か くして,多 数意見 もまた イン ド政府
財政に対す る何 らかの救済措置の必要性を承認 しているが,但 しかかる救済
措置が 『他の利害に対する不公正を伴 ってはな らず,ま た別の同程度の禍害
と不都合を招致するものであってはな らない』〔II-102〕との厳 しい限定条件
が附され,問 題の解決策に関 して少数意見 との間に厳然たる一線が画 されて
いる点に留意すべ きである。
〔3〕 救済策について
以上に紹介 してきた銀価低落の諸原因,諸 影響に関す る少数意見 と多数意
見の間の理論的見地ならびに事実認識における対立は,究 極的には,救 済策
と して提起 された国際複本位制協定の是非をめ ぐる鋭い政策論的対決へと収
敏す るものであった。以下ではまず,少 数意見報告書において勧告 されてい
る救済策の概要を確認 し,続いてこれに対する多数意見報告書の批判論点な
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らびに若干の提言について紹介 してゆ くこととする。
まず,少 数意見が救済策 として国際複本位制協定の締結を勧告するに到っ
た論理的前提については,す でに上来の分析か ら明白であろ うが,念 のため
ここで再度,や や悲壮味を帯びた 次の如き指摘を 挙げておこう。 いわ く,
『〔金銀〕両金属間の連繋を再確立せんとする試みが失敗に終るな らば,恐 ら
く世界の商業諸国家は一斉に金単本位制への傾斜を強めるであろ う。かかる
方向への第1歩 が踏み出されるならば,勿 論現存するすべての害悪は累加さ
れ,必 ずや世界の進歩にとって最悪の結果が招致されるに違いない。これ以
上の銀価の低落は一瞬の うちにイン ドにおけ る重大かつ計 り知れぬ禍害を惹
起 し,他方一層の金騰貴 〔一物価下落〕は国内において致命的な結果を生み
出すであろう』〔III-83〕。 このような認識に基づいて 少数意見報告書が勧告
した国際複本位制の 大要は,(1)両金属の自由鋳造 と法貨認定 および 金銀比
価を国際協定に 基づいて確立する。(2)国際的に採用され るべ き 比価 とその
他詳細にわたる事項は,今 後各利害団体の 間での 検討 と折衝に 委ね られる
べ きである。(3)このために,イ ギ リス政府は 国際貨幣会議の開催な らびに
国際複本位制協定の 締結に関する 欧米主要各国の 意向を 打診すべ きである
〔III-34,35〕。 以上,こ の勧告の内容については,も 早や贅言を要す るまで
もあるまいが,一 点留意 しておきたいことは,勧 告 されている救済策におい
ては採用されるべき金銀比価の具体案は留保 されている事実であって,こ の
点では少数意見の内部においても意見の相異があったことを示唆 しているよ
うに思われる。
これに対 して多数意見報告書は,少 数意見による勧告では上記の如 く採用
され るべ き金銀比価の 具体案が 留保されている点に鑑みて,国 際複本位制
協定を(1)市場比価marke七ratioを基礎とする案,(2)15S:1の旧比価old
ratioに基づ く案,の2種 類に大別 し,そ れぞれについて検討を加えつつ徹
底的な批判を展開 している。 まず第1に,市 場比価に基づ く国際複本位制協
定案に対す る多数意見の評価は大要次の如 くである。(1)国際協定が成立 し,
かつ各国が複本位制の根本主旨を厳格に遵守するな らば,市 場比価は新法定
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比価に収敏す ることに よって 為替相場安定が 達成 される可能性がある 〔II-
109〕。(2)しか し如上のメリットに もかかわ らず,幣 制の改革は従来 と同等ま
たはより深刻な禍害を 惹起す危険性がある。 就中,『世界の金融的中心地た
るイギ リスの地位は,イ ギ リスが金本位制国であ りかつ長年 これを堅持 して
きた事実に依存 している』のであ り,rわが国が享受 している金融的地位…
…に抵触する如何なる危険性も軽軽 しく遇 されてはな らない』〔II-113〕。(3)
さらに,一 層現実的な可能性は,仮 りに国際複本位制協定が締結されたとし
ても,参 加国がかかる国際協定を恒久的に遵守す る確たる保証はな く,従 っ
て協定か らの離脱を見越 して各国の金融業者は金獲得競争にか りたてられ,
一層の金融的混乱が 招致され るであろう 〔II-115〕。(4)最後に,以 上の如き
国際複本位制協定の利害得失を比較考量 した うえで多数意見報告書は結論的
に,『提案されている 〔幣制〕改革は 大規模なものであ り,著 しく向う見ず
な冒険であると 言わざるをえない』との断を 下 している 〔II-126〕。 続いて
第2に,旧 比価への復帰に基づ く国際複本位制協定に対 しては,多 数意見の
批判論調はとりわけ 鋭いものであった。(1)まず,旧 比価への強制的復帰は
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
必然的に通貨膨脹 と物価騰貴を惹起 し,そ の結果,債 務者 と債権者 との関係
　 　 ロ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
において後者が明 らかに不利益を蒙 るとい う不公正を招 くこととなる。徒 っ
て 『かか る 目的 を秘めた通貨に対す る国家的干渉には弾固 と して反対 し,ま
たかか る改 変が如何 なる 口実に よって粉飾 され てい ようとも,物 価 の人為的
引 き上げ は害悪であ ると信ず る』〔1』123～125〕。(2)また,国 際 複本位制協定
への参 加国が協定 を 破棄す る可能性,な らびに これに伴 う 金融的混乱 とい
う葦1述の如 き危険性が,こ の場 合に も同様 に指摘 され うる 〔II-127〕。(3)最
　 　 　 　 　 り 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
後に,イ ギ リスは世界の大債権国すなわち最大 の資本輸出国であるが故に,
r物価騰貴,換 言すれば 金の購買力の縮減を 招 くが如き 〔幣制〕改革はわが
国に とって不利益である』〔II-128〕。 以上,2つ の案に対する批判論調の う
ちに イギ リス金融資本一投資家階級の 経済的利害が 赤裸裸に 表明されてお
り,多数意見の全論理の集約点は畢尭ここに存す るものと看倣され るが,と
りわけ旧比価への復帰による国際複本位制案が通貨膨脹 とインフレーション
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を招致す るものとして激 しい批判対象とされている点が注 目され よう。
最後に,多 数意見報告書はイン ド政府の財政問題に論及 し,r〔イン ド政府
の〕困難を軽減 し,現状を改善するために案出されたあ らゆる提言は注意深
く検討 される価値がある』〔II-132〕との主旨のもとに,国 際複本位制協定以
外の救済策について検討を加えつつ若干の勧告を行なっている。まず,イ ン
ドの金本位制採用案を とりあげて,『 イン ドにおいて 金本位制を確立する提
案は重大な考慮に価するが,し か しこの選択には大なる困難性が存す ること
も疑いない』〔1』133〕との 慎重な態度を 表明 して問題の 抜本的解決を遷延
しつつ,当 面の糊塗策 として,(1)銀食器税を撤廃 して 工業用銀需要を拡大
せ しめること 〔II-134〕。(2)各国における銀需要拡大のための 国際的協議の
必要性を承認 しつつ,こ の国際的協議においてイギ リス政府がとりうる譲歩
案 として,(a)イソ ドの銀自由鋳造の停止を一定期間延期すること,(b)イン
グラン ド銀行発券部の銀保有額を現行法の許容範囲内(金保有額の%)で増額
す ること,以上の2点 を提言 して,特 にラテン同盟諸国における銀鋳造の再
開に期待をかけ 〔II-136〕,(3)最後に,銀 を基礎 とした 小額紙幣の発行によ
って国内的な銀需要を拡大す ること 〔II-137〕等を勧告 している。
IV総 括 と 展 望
最後に,上 来の分析結果に基づき,金 銀委員会における少数意見 と多数意
見の うちに反映 されているイギ リス支配階級内部の経済的利害対抗のあ り方
を総括するとともに,併 せてこの本位制論争の歴史的帰着点を展望 しつつ,
小稿の結論 としたい。
まず第1に,複 本位制論者か らなる小数意見は,イ ン ド政府関係者,ラ ソ
カシャー綿業資本=商 業資本 な らびに 地主階級(近代的土地所有者階級)の 経
済的利害を反映 し,また保守党を政治的代弁者 としていた。その立論の基調
はイギ リスにおける慢性的不況の原因を貨幣的諸要因によって説明せん とす
る点にあ り,銀価低落に よって招致された イン ド為替問題,他 方では貨幣数
量説的見地に 基づ く金騰貴=物 価下落説 とい う2つ の 主要論点を 含んでい
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た。い うまで もなく,こ の2つ の論点は互いに重複 しかつ相互に補完する関
係にあるが,し か しより立ち入って考察す るな らば,そ の間に若干の注 目す
べ き事実が伏在 しているように思われる。すなわち,イ ン ド為替問題に関 し
ては,ラ ソカシャー綿製品の東洋向輸出の停滞 とイン ド政府財政問題が より
前面に押 し出されてお り,他方,物 価下落問題では工業 ・農業部門における
労働者階級の失業 または 賃金圧下を 中心 とした 社会問題が 強調されている
が,そ の背後には,就 中深刻化 しつつあった農業不況の問題が横たわってい
るように思われる。いま以上の点をやや敷術 していえば,一 方では海外市場
とりわけ東洋市場への依存度を強めつつあったランカシャー綿業資本=商 業
資本に とって,一 般的な物価下落問題よりはむ しろ特殊的にイン ド為替問題
の解決にその利害関心の重点が置かれていたことを示 し,これに対 して外国
穀物の輸入増大に伴 う穀物価格の惨落によって地代範疇の危機に直面 しつつ
あったイギ リス地主階級は,物 価下落問題の解決一般に より重大な関心を寄
せていたと看倣 される。従って両者は共に深刻な不況認識を前提 としつつ,
救済策 として国際複本位制協定の締結を要求 しているのであるが,よ り立ち
入っていえば,ラ ンカシャー綿業資本=商 業資本(な らびにインド政府関係者)
の政策的志向は,む しろ市場比価の採用に基づ く複本位制によって銀価の一一
　 　 　 　
層の低落を抑止 し,も ってイソ ド為替相場 の安定を達成せんとする複本位制
為替安定論 と看敬され,ま た他方,地 主階級は旧比価を基礎 とする複本位制
によって為替問題の解決はもとより,銀を基礎とした通貨増発 と物価騰貴を
　 　 　 　 ロ 　 　 　 　 　 ロ の
実 現 せ ん とす る イ ソ フ レ ー シ ョ ニ ス ト的 志 向 を 示 して い た と推 断 され よ う。
㈹ なお、以上 の如 き推 断を補強 す るもの として,例 えば複 本位 制為替安定 論の立
場 を とるM.L.ダ ーウ ィンは,旧 比価 に基づ く 複本位制論 の 目的が通貨膨 脹 と
物価 騰貴に あ る点を批 判 した後,結 論的 に市場 比価 を基礎 とす る複本位制 に賛意
を表 明 しつつ,さ らに次 の如 く主張 してい る.「 現下 の農業不況 に対す る救済を
真実希 望 して複本位制 問題 に期待をかけ てきた人達に とっては,か か る結 論は承
認 し難 いで あろ う.だ が,複 本位制 の利点 につ いては従 来ひ ど く誇張 され ていた
とい うべ きであ る.こ うした農業 上の困難 の真因は概 して通 貨制 度に求め られ る
べ きではな い」 と.Darwin・ψ・cit・,pp.・110～111・等 し く複 本位 制を 要求 しつ
つ も,そ の内部 に為替安 定論者 とイ ンフ レー シ ョニス トの二類 型が存在 していた
ことは明 らかで あろ う.
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次に第2に,多 数意見は端的にイギ リスの投資家階級とこれを代表するシテ
ィ金融資本の経済的利害を反映するものであ り,また政治的にはグラッ ドス
トンに率い られた 自由党 と経済官僚の強力な支持を受けていた。その立論の
基本線は,物 価下落の原因を主 として生産費 ・運輸費の低下 と,こ れに伴 う
国際的国内的競争戦の激化に力点を置いて把握する生産力説であ り,こ うし
た基礎視角か ら,少数意見の深刻な不況認識 とはおよそ対照的な楽観的現状
認識が表明されるどともに,資 本輸出利害に立脚 して金本位制の堅持とデフ
レ政策基調の維持を要求するものであった。他方,特 殊的には銀価低落に伴
って招致された銀本位制国 との間の為替不安,さ らにイン ド政府 の財政的困
難については,そ の問題性を肯定する意向を示 しつつ,イ ギ リス金本位制の
原則に抵触せざる限 りにおいて,国 際的国内的な銀需要拡大策を中心 とす る
若干の救済策を提言することとなった。以上要言すれば,多 数意見に反映 さ
れているシテ ィ金融資本の政策的志向は,イ ギ リス金本位制の基本線を堅持
しつつ同時に銀本位制国との間の為替相場変動を防止せん とす る金本位制為
・ …(17)
替安定論 と規定 され うるであろ う。
ところで,注 目される点は,多 数意見を構成 するシテ ィ金融資本の如上 の
政策的志向こそは,繭 後のイギ リスの本位制問題,イ ン ド為替問題に関する
政策展開を貫ぬ く基本線 となった事実である。 こうした観点か ら,最後にイ
ギ リス本位制論争の歴史的帰着点を簡単に展望 しておこう。第1に,さ きに
指摘 したように,シ テ ィ金融資本の政策的志向は他な らね歴代保守党政権下
においてさえ基本的に貫徹 していった事実が注 目されようが,と りわけ1890
年代中葉,銀 価の未曾有の惨落に直面 して複本位制同盟の影響力が拡大 し運
⑰ シ テ ィ金融 資 本 の 構 造 的 特 質 に 関 して は,生 川 栄 治 『イ ギ リス金 融 資 本 の 成
立 』 昭 和31年,第5章 を み よ.な お,念 の た め 申 し添 え て お くな らば,シ テ ィ
金融 資 本 の一 部,特 に 東 洋 貿 易 お よび 中南 米 貿 易 の 金 融 に 関 与 して い た マ ー チ ャ
ン ト・バ ン カーが 複 本 位 制 為 替 安 定 論 の立 場 を 主 張 した こ とは 当然 で あ ろ う,例
えば,こ の 点 は チ リ貿 易 に 関 係 して い た マ ー チ 辛 ン ト・パ ソ カー で か つ 前 イ ン グ
ラ ソ ド銀 行 総 裁 た るH.H。 ギ ッ ブス が,前 記 の如 くイ ギ リス複 本位 制 同盟 の会 長
に就 任 した 事 実 か らも明 らか で あ る.Cf・S・G・Gheckland・"TheMindofthe
City,1870-1914,"OxfordEconomicPapers,VoL9(NewSeries)No.3,1957,
p.265.
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(18)
動が最後 の高揚 を示 したに もかかわ らず,イ ギ リスの金本位体制は不動 の原
則 と して遂に微動す る ことさえなか った のであ る。か くして,イ ギ リス資本
主義 の頂点に位置す るシテ ィ金融 権力の寡頭的支配の もとで,地 主階級 のイ
ンフレ政策利害 を切 り捨 てつつ,か つ また,ラ ンカシ ャー綿業 資本=商 業資
本 の経済的利害 に 一定の負担 を 強制 しつつ,イ ギ リス資本主義は いわゆ る
金利生活者 国家Rentnerstaadへの傾斜を強 めてゆ くこととな る。第2に,
い ま1点 注 目すべ き問題は,イ ン ド為替相場不安の 打開策 と して 打 ち出 さ
れ たイ ン ドの幣制改革問題 であ ろ う。 まず,1892年11月,再 度 ア メ リカの
提 唱に よって 開催 された 第3回 目の,そ して 最後の国際貨幣会議 の失敗 の
後,イ ン ド幣制改革問題 を検討す るため の通 称 ハ ーシ ェル委 員会Herschell
Commissionは翌93年 に イ ン ドに おけ る 銀 自由鋳造 の停止 を勧告 し,こ れ
に基づいて イソ ドは銀 本位制か ら離脱 した。 続 いて1898年に任命 された通
称 フ ァウラー委員会FowlerCommissionの勧告 に 基づ き1899年に イン ド
鋳貨お よび紙幣法IndianCoinage&PaperCurrencyActが制定 され,こ
れ を契機に イン ドはいわゆ る 「金貨の存在せ ざる金本位制」 た る金為替本位
制goldexchangestandardVこ移行 して,爾 来 ル ピー相場 は略1s・4d・の
(19)
線上で安定す るに到った。か くしてイン ド為替問題は,シ テ ィ金融資本の金
本位制為替安定論の基本路線上において一応の解決策があたえ られ るととも
に,本 国の金本位制通貨に リンクされ従属 した植民地通貨体制==金為替本位
　 　
制という古典的帝国主義時代における植民地的金融支配装置の原型が形成さ
(20)
れ るに到 った のであ る。 〔昭和46年12月成稿〕
〔昭和47年4月 加筆〕
⑯Russell,ψ.cit.,p.430.
(19)イン ドの金為 替本位制 につ いて は,当 面,矢 内原忠 雄 「帝国主 義下 の印度」r矢
内原忠雄全集』 第3巻 昭和38年,第2章;松 岡孝 児r金 為替本位 制の研究』
昭和11年,第8章 を参照.
⑳ 注 目すべ き事実 は,イ ン ドにおけ る金為替 本位制が確i立された後,タ イ(1902
年),海 峡 植民地,フ ィ リピン,仏 領 イ ン ドシナ(以 上1903年),パナマ(1904'年)
,メ キ シコ(1905年)等の各国 の殖 民地 にお いてつ ぎつ ぎに金為替 本位制 の
採 用が波及 してい った こ とで あ る.正 し く,こ の事 実 の うちにイ ン ド金為替本位
制 確立 の世 界史的意 義を把握すべ きで あろ う.な お,各 植民地 におけ る金為替本
位 制の成 立過程 に関 しては,松 岡孝 児,前 掲書,第8章 を参照.
